
































































































































































Opportunity Scholarship Program，以下 OSP）は，州学力テストの評価が，4年のうち 2年連続，合
格点に達しなかった公立学校に通う生徒に，より良い公立学校ないし宗教学校も含めた私立学校への
転入を認める教育バウチャーの給付プログラムである。子どもを公立学校に通わせている親や団体組
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